
第 132 期(平成 18 年 3 月期)中間決算の特徴 
 

           株 式 会社  静岡 中 央銀 行                 

決算の状況（連結） 
 

【損 益 の状 況 】 ･･･増 収 増 益 ・・・ 

◆連 結 経 常 収 益  ５，４２４百 万 円  前 年 同 期 比 １８４百 万 円   ３．５％増 収  

◆連 結 経 常 利 益    ９６３百 万 円  前 年 同 期 比  ９５百 万 円  １０．９％増 益  

◆連 結 中 間 純 利 益   ５６２百 万 円  前 年 同 期 比  ５４百 万 円  １０．７％増 益  

     

連結経常収益は５ ,４２４百万円、連結経常費用は４ ,４６０百万円、この結果、連結経

常利益は９６３百万円となり、当連結中間純利益は５６２百万円と、増収増益の中間連

結決算となりました。 

 

決算の状況（単体） 
 

【損 益 の状 況 】 ･･･増 収 増 益 ・・・ 

◆経 常 収 益 ５，４０４百 万 円  前 年 同 期 比  １８９百 万 円   ３．６％増 収  
貸出利回りの低下により貸出金利息が減少しましたが、有価証券利回りのアップにより有

価証券利息配当金が増加し、資金運用収益は４，６７１百万円と前年同期比ほぼ横這いです

が若干の増加。さらに株式等売却益の増加によりその他経常収益が増加、経常収益は前年同

期比１８９百万円３．６％増の５，４０４百万円となりました。  
 

◆経 常 利 益    ９７９百 万 円  前 年 同 期 比  １０３百 万 円  １１．７％増 益  
預金利息の減少により資金調達費用は若干減少しましたが、営業経費などが増加したこと

により経常費用は前年同期比８６百万円増加となりました。 

経常費用が増加したものの経常収益の増加の方が大きく、経常利益は、前年同期比 

１０３百万円 １１．７％増益の９７９百万円となりました。 

業務純益は、貸倒引当金繰入額が△１２９百万円と前年同期比２９５百万円増加したこ

と経費の増加などにより、前年同期比△４８４百万円の１，３９３百万円となりました。 

 

◆中 間 純 利 益   ５７１百 万 円  前 年 同 期 比   ５７百 万 円  １１．２％増 益  
    当中間期より固定資産の減損会計を適用、減損損失として２３８百万円を特別損失に計

上しておりますが、経常利益が増加したことなどにより当中間純利益は前年同期比５７

百万円増益の５７１百万円を計上、増収増益の中間決算となりました。  
 

健全性の状況  

 
【自 己 資 本 比 率 （速 報 値 ）－国 内 基 準 －】 ・・・１０％以 上 堅 持 ・・・ 

◆自 己 資 本 比 率 （連 結 ）１０．８７％ 、基 本 的 項 目 であるＴier1 比 率 ９．２８％ 

◆自 己 資 本 比 率 （単 体 ）１０．９０％  

基 本 的 項 目 であるＴier1 比 率 ９．３１％ と９％以 上 を確 保  

 
         自 己 資 本 比 率 は単 体 で１０．９０％、基 本 的 項 目 であるＴｉｅｒ１のみでも 9.３１％と国 内 基 準 で

定 められている４%の倍 以 上 を確 保 しています。  

                                                           単 位 ： ％ 

 17 年 9 月 末 17 年 3 月 末 １6 年 9 月 末  16 年 9 月 末 比

国 内 基 準 自 己 資 本 比 率 <連 結 > １０．８７ １０．８８ １０．９９ △０．１２％ 

内 Ｔier1 自 己 資 本 比 率   ９．２８  ９．２６  ９ .３１ △０．０３％ 

国 内 基 準 自 己 資 本 比 率 <単 体 > １０．９０ １０．９１ １１．０１ △０．１１％ 

内 Ｔier1 自 己 資 本 比 率   ９．３１  ９．２８  ９ .３４ △０．０３％ 
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【不良債権の状況（単体）】 ・・・不 良 債 権 比 率 は 3％台 を堅 持 ・・・ 
 

◆リスク管 理 債 権 の総 貸 出 金 に占 める割 合 は３．７９％ 

金 融 再 生 法 開 示 債 権 の総 与 信 に占 める割 合 は３．７９％  

 

《リスク管 理 債 権 》                                      単 位 ：百 万 円          

17 年 9 月 末 17 年 3 月 末 16 年 9 月 末  16 年 9 月 末 比 

リスク管 理 債 権 合 計  １３，３７８ １１，６２７ 1３，９１９ △５４０

総 貸 出 金 に占 める割 合  ３.７９％ ３．２８％ ３．９５％ △０．１６％

担 保 ・保 証 等 によるカバー率  ９０．３７％ ８８．１４％ ８５．５４％ ４．８３％

 

 《金 融 再 生 法 開 示 債 権 》                                  単 位 ：百 万 円  

17 年 9 月 末 17 年 3 月 末 16 年 9 月 末  16 年 9 月 末 比 

開 示 債 権 合 計  １３，４３８ １１，６３７ １３，９３３ △４９５

総 与 信 に占 める割 合  ３.７９％ ３．２７％ ３．９４％ △０．１５％

担 保 ・保 証 等 によるカバー率  ９０．５１％ ８８．１６％ ８５．５５％ ４．９６％

 

預貸金の状況（単体） 

 

【貸出金の状況】  

◆貸出金残高 ３５２,６８０百万円 前 年 同 期 比 ＋１,０４０百万円 ０．２％増加 

                         内中 小 企 業 等 向 け貸 出 金 比 率 は９０．０５％  

  

貸 出 金 につきましては、地 域 の中 小 企 業 の皆 さまや個 人 の皆 さまを中 心 としたお取 引 先 の 

資 金 ニーズに積 極 的 に対 応 すべく営 業 活 動 を推 進 してまいりました。 
その結果、当中間期末の貸出金残高は前年同期比 １，０４０百万円 ０.２％増の 

３５２，６８０百万円となりました。また、中小企業等向け貸出金は、前年同期比 

５３１百万円減の３１７，６０８百万円となり貸出金に占める中小企業等向け貸出金比率

は９０.０５％となりました。  

                                                      単 位 ：百 万 円  

17 年 9 月 末 17 年 3 月 末 16 年 9 月 末  16 年 9 月 末 比 

貸 出 金 残 高  ３５２，６８０ ３５３，７８１ ３５１，６４０ １，０４０

内 中 小 企 業 等 向 け貸 出 金  ３１７，６０８ ３１８，６９２ ３１８，１３９ △５３１

貸 出 金 平 残  ３５２，５９７ ３５３，９３４ ３５３，３８３ △７８５

 中 小 企 業 等 向 け貸 出 金 比 率  ９０．０５％ ９０．０８％ ９０．４７％ △０．４２％

 

 【預金の状況】 

◆預金残高 ４２１，２６５百万円 前 年 同 期 比 ＋４，３２４百万円 １．０％増加 

    内個人預金 ３０８，３３６百万円 前 年 同 期 比 ＋１，７０３百万円 ０．５％増加 
 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開、個人預金を中心に

積極的な営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当中間期末の預金残高は、前年同期比 ４，３２４百万円 １.０％ 増の

４２１，２６５百万円となり、個人預金は前年同期比１，７０３百万円 ０.５％増の

３０８，３３６百万円となりました。  

                                                      単 位 ：百 万 円  

17 年 9 月 末 17 年 3 月 末 16 年 9 月 末  16 年 9 月 末 比 

預 金 残 高  ４２１，２６５ ４２０，９９１ ４１６，９４１ ４，３２４

内 個 人 預 金  ３０８，３３６ ３０６，６６１ ３０６，６３３ １，７０３

預 金 平 残  ４１６，０３９ ４１２，７３０ ４１１，５３２ ４，５０６
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有価証券の状況（単体） 

 

【有価証券評価損益の状況】 

◆有価証券評価益（ネット） ６,５４５百万円 前年同期比＋１,８８７百万円の増加 
 

株 価 上 昇 により有 価 証 券 評 価 益 は、６,５４５百 万 円 （評 価 益 ６,６９７百 万 円 、評 価 損 １５２百 万 円 ）

となりました。    

 

   固定資産減損会計について 

  
     「固定資産の減損会計」とは、固定資産の市場価値や収益性の低下により投資額の回収

が見込めなくなった場合、回収可能額まで固定資産の帳簿価格を減額する会計処理であ

り、当中間期より適用しています。 

    当行は、平成１０年３月３１日に土地の再評価に関する法律に基づき事業用の再評価を

行ったことにより、再評価後の地価の下落により含み損を有し将来キャッシュ・フローを

生まない遊休資産について減損損失を認識、２３８百万円を特別損失に計上いたしました。 

    尚、当行は管理会計上の最小単位を営業店単位としておりますが、固定資産の減損処理

に当たっては、営業エリアを１単位としてグルーピングを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－３－ 



              平成１７年１１月２２日 

平 成 １ ８ 年 ３ 月 期  中 間 連 結 決 算 短 信  

   

会社名   株式会社 静岡中央銀行 
本社所在地  沼津市大手町四丁目７６番地 

[問 合 せ 先          ] 責任者役職名 取 締 役 企 画 部 長    氏 名       林 道弘  ＴＥＬ055-962-6113 

中間決算取締役会開催日                             平成１７年１１月２２日  特 定 取 引 勘 定 設 置 の 有 無  無 

            

  1．平成１７年９月中間期の連結業績 ( 平成１7 年４月１日 ～ 平成１7 年９月３０日 ) 

    (１)連結経営成績    (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経常収益 経常利益 中間（当期）純利益 

 

平成 17 年 9 月中間期 

平成 16 年 9 月中間期 

      百万円 ％  

  ５,４２４（ 3.5） 

 ５,２３９（△1.5） 

      百万円 ％

９６３（ 10.9）

８６８（△5.2）

       百万円 ％

５６２（ 10.7）

５０７（△3.4）

平成 17 年 3 月期 １０,８２９ １,６９２ ９４９ 

 

 １株当たり中間(当期)

純利益 

潜在株式調整後株当た

り中間(当期)純利益 

平成 17 年 9 月中間期 

平成 16 年 9 月中間期 

２３円  ４３銭 

２１円  １５銭 

― 円  ― 銭 

― 円  ― 銭 

平成 17 年 3 月期 ３７円  ８２銭 ― 

    (注)１．持分法投資損益 

        17 年 9 月 中間期 －百万円 16 年 9 月 中間期 －百万円 17 年 3 月期 －百万円 

  ２．期中平均株式数（連結）  

17 年 9 月 中間期 24,000 千株 16 年 9 月 中間期 24,000 千株 17 年 3 月期 24,000 千株 

      ３．会計処理の方法の変更 有 

      ４．経常収益、経常利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率でありま

す。 

    (２)連結財政状態 

 
総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 連結自己資本比率

 

平成 17 年 9 月中間期 

平成 16 年 9 月中間期 

   百万円 

４６２，９１３ 

４５５，８２２ 

   百万円

３２，９８９ 

３０，９９５ 

     ％

７．１ 

６．７ 

   円 銭 

１，３７４ ５６ 

１，２９１ ４８ 

(国内基準)％

１０．８７ 

１０．９９ 

平成 17 年 3 月期 ４６１，０６８ ３１，８０５ ６．8 １、３２３ ４9 １０．８８ 

(注)１．期末発行済株式数（連結）  

17 年 9 月 中間期 24,000 千株 16 年 9 月 中間期 24,000 千株 17 年 3 月期 24,000 千株 

２．17 年 9 月中間期 連結自己資本比率は速報値であります。 

    （３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキ

ャッシュフロー 

投資活動によるキ

ャッシュフロー

財務活動によるキ

ャッシュフロー

現金及び現金同等

物期末残高 

 

平成 17 年 9 月中間期 

平成 16 年 9 月中間期 

      百万円 

△１２６ 

２，１２０ 

     百万円

△１，４１１ 

△２，７８６ 

      百万円

△６０ 

△６０ 

    百万円

９，９８９ 

６，６８４ 

平成 17 年 3 月期 ８，３８６ △４，０８９ △１２０ １１，５８７ 

    （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

       連結子会社数 ３社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社 

    （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

       連結（新規） －社 （除外） －社  持分法  （新規） －社 （除外） －社   

２．平成１８年３月期の連結業績予想 ( 平成１７年４月１日 ～ 平成１８年３月３１日 ) 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 

平成 1８年 3 月期 

      百万円

１０，５３０ 

     百万円

１，５００ 

百万円 

８５０ 

    (参考)１株当たり予想当期純利益（通期）３３円６６銭  

    ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績

は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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平成１8 年３月期 中間期連結決算短信 添付資料 
株式会社 静岡中央銀行 

 

Ⅰ．企業集団の状況 
１．企業集団の事業の内容 

   当行グループは、当行、連結子会社３社（静岡中央信用保証（株）、岳洋産業（株）、富士ビジネスサ

ービス（株））で構成され、銀行業務を中心に信用保証業務等の金融サービスを提供しております。 

 
２．企業集団の事業系列図 

                        本店及び支店４1 ヶ店（内出張所１ヶ店） 

   株式会社 静岡中央銀行   国内           静岡中央信用保証（株）［信用保証業］ 

                        子会社   岳洋産業（株）［不動産管理賃貸業］ 

                              富士ビジネスサービス（株）［メール等業務］ 

                                               〈休眠中〉 

Ⅱ．経営方針 
１．経営の基本方針 

 当行は、｢堅実で健全な経営｣を経営の基本理念に掲げ、 “お客様に信頼される、いきいき輝く銀行”

を目指し、良質な資産の積上げと安定的な収益基盤の構築に努め、健全性と収益性のバランスのとれた

成長を図ることに努めております。 

 
２．利益配分に関する基本方針 

   当行は、地域金融機関として、長期に亘り安定した収益を確保するとともに、配当につきましても安

定的な配当を継続することを基本方針としております。 

    
３．目標とする経営指標 
  【第 5 次中期経営計画『ＳＣＢ：パワーアップ』～リレーションシップバンキング機能強化の実践～

（16 年４月～18 年 3 月の 2 年間）】の収益目標として、「コア業務粗利益 97 億円」、「コア業務純益 30

億円」を掲げております。また健全性指標として、「自己資本比率１１％台」、「不良債権比率２％台」を

目指しております。 

  
４．中長期的な経営戦略 
  当行は、【第 5 次中期経営計画『ＳＣＢ：パワーアップ』～リレーションシップバンキング機能強化

の実践～（16 年４月～18 年 3 月の 2 年間）】のもと、“お客様に信頼される、いきいき輝く銀行”の実

現を目指しております。 

 
【お客様に信頼される、いきいき輝く銀行】 

経営指針 ①「お客様第一主義」  ②「響きあう組織」  ③「革新へのチャレンジ」 

基本方針 ①意識改革によるパワーアップ ②収益力の追求 ③効率経営の徹底  
④リスク管理の強化 

   これまで築きあげて参りましたお客様や地域とのリレーションシップをより強固にし、お客様のニー 
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ズに的確に対応した金融サービスを御提供することにより、地域金融機関としての役割を十分果たせ

るよう、役職員一丸となって努力してまいります。 

  

Ⅲ．経営成績および財政状態 
 １．当会計年度の概要 

当上半期におけるわが国経済は、輸出の増加や企業収益の大幅回復により、景気は好調を維持し、

さらに国内民間需要も、消費者マインドの改善により個人消費が底堅く推移しました。企業の業況感

も、大企業、中小企業とも、全産業で緩やかではありますが改善が続いています。 

静岡県・神奈川県の地域経済におきましては、全国平均より好調な景況感となっており、企業規模

や業種を問わず広範囲に景気回復のすそ野が拡がり、先行きの見通しが安定している中での決算とな

りました。 

このような状況下、当行は第 5 次中期経営計画『ＳＣＢ：パワーアップ』の諸施策を推進し、地

域の皆さまやお取引先のご支援のもと、収益力の強化、営業基盤の拡大に努めて参りました結果、次

のような成果をあげることができました。 

 
（１）連結ベースの経営成績 

① 利益 
連結経常収益は 5,４２４百万円、連結経常費用は 4,４６０百万円となり、この結果、連結ベースの

経常利益は９６３百万円となりました。当連結中間純利益は５６２百万円となり、増収増益の中間連

結決算となりました。 

② 通期の見通し 

  平成１８年３月期通期の連結の業績は、経常収益１０，５３０百万円、経常利益１，５００百万円、  

当期純利益８５０百万円を見込んでおります｡ 

 
（２）単体の経営成績 

  ① 預金・貸出金 

預金につきましては、地域金融機関として堅実な営業活動を展開し、個人預金を中心に積極的な営

業活動を推進してまいりました。 

その結果、当中間期末の預金残高は、前年同期比 ４，３２４百万円 １.０％ 増の４２１，２６５

百万円となり、個人預金は前年同期比１，７０３百万円 ０.５％増の３０８，３３６百万円となりま

した。  

貸出金につきましては、地域の中小企業の皆さまや個人の皆さまを中心としたお取引先の資金ニー

ズに積極的に対応すべく営業活動を推進してまいりました。 

その結果、当中間期末の貸出金残高は前年同期比１，０４０百万円 ０.２％増の３５２，６８０百

万円となりました。また、中小企業等向け貸出金は、前年同期比５３１百万円減の３１７，６０８百

万円となり、貸出金に占める中小企業等貸出比率は９０.０５％となりました。 

 

   ② 利益 

貸出利回りの低下等により貸出金利息が減少しましたが、有価証券利回りのアップにより有価証券

利息配当金が増加し、資金運用収益は４，６７１百万円と前年同期比ほぼ横這いですが若干増加、さ 
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らに株式等売却益の増加によりその他経常収益が増加、これにより経常収益は、前年同期比１８９百

万円３．６％増の５，４０４百万円となりました。 

預金利息の減少により資金調達費用は若干減少しましたが、営業経費などが増加したことにより、

経常費用は前年同期比８６百万円増加いたしました。 

これにより経常利益は、前年同期比１０３百万円１１．７％増益の９７９百万円となりました。 

当中間期より固定資産の減損会計を適用、減損損失として２３８百万円を特別損失に計上しており

ますが、経常利益が増加したことなどにより、当中間純利益は前年同期比５７百万円１１．２％増益

の５７１百万円となり、増収増益の中間決算となりました。  

   

③ 通期の見通し 

      平成１8 年３月期通期の業績は、経常収益１０,４９０百万円、経常利益１,６２０百万円 当期純利

益９２０百万円を見込んでおります｡ 
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第１３２期中 （平成１７年９月３０日現在）中間連結貸借対照表 

株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

  (単位：百万円)     

科 目 金 額 科 目 金 額 

  (負債の部) 

 預金 

 譲渡性預金 

 コールマネー及び売渡手形 

 コマーシｬル･ペーパー 

 借用金 

 外国為替 

 社債 

 転換社債 

 信託勘定借 

 その他負債 

  賞与引当金  

退職給付引当金 

 特別法上の引当金 

繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

 連結調整勘定 

支払承諾  

４２０,７７５

－

－

－

－

－

－

－

－

３,７７２

４８６

１,７３３

－

－

２,３４３

－

８１２

 負債の部合計 ４２９,９２３

 (少数株主持分) 

 少数株主持分 －

(資本の部) 

 資本金 

 資本剰余金 

利益剰余金 

土地再評価差額金 

株式等評価差額金 

２,０００

０

２３,３２９

３,６６６

３,９９２

  (資産の部) 

 現金預け金 

 コールローン及び買入手形 

 買入金銭債権 

 商品有価証券 

 金銭の信託 

 有価証券 

 貸出金 

 外国為替 

 その他資産 

 動産不動産 

 繰延税金資産 

連結調整勘定 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

 

３５,４５１

９,０００

５００

－

－

５７,１４９

３５２,５７０

－

１,４１６

９,６９６

７３４

－

８１２

△４,４１８

 

 資本の部合計 ３２,９８９

 資産の部合計 ４６２,９１３  負債、少数株主持分及

び資本の部合計 

４６２,９１３
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注１．  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中

間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについ

ては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、

全部資本直入法により処理しております。 

３． 当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な

耐用年数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

          連結される子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しており

ます。 

４． 自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額

法により償却しておりす。 

   ５．  当行の外貨建資産・負債勘定は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  ６．  当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指

針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する

債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻

先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した

残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施して

おり、その査定結果により上記の引当を行っております。 

          連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

    ７．  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会

計期間に帰属する額を計上しております。 

８．   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算

上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

          数理計算上の差異      各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理        

  ９．  当行及び国内の連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  10.   当行並びに国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

      ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

11．  当行の取締役及び監査役に対する金銭債権総額       該当ありません。 

12.   当行の取締役及び監査役に対する金銭債務総額       該当ありません。 

    13.   動産不動産の減価償却累計額                 ４,９２２百万円 

    14.   動産不動産の圧縮記帳額                       該当ありません。 

  15.   貸出金のうち、破綻先債権額は１,９０７百万円、延滞債権額は８,１５８百万円であります。 

          なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利 

        息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。 

        以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項 

        第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

          また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを 

        目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

  16.   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１７４百万円であります。 

      なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で 

        破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

  17.   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３,１３９百万円であります。 

      なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払   

        猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 

        ３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

    18.   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１３,３７８百万円であり

ます。 

          なお、15.から 18.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  
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19.   手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀

行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権

利を有しておりますが、その額面金額は９,４１３百万円であります。 

    20.   担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

            有価証券            ２,５４７百万円 

          担保資産に対応する債務 

            預金               １,３２５百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券６,０９６百万円を差し入れております。 

なお、動産不動産のうち保証金権利金は２０２百万円であります。 

    21.   土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

      再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１日公布政令 

                        第１１９号)第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、 

                        当該事業用土地について算出した地価税の課税価格に合理的な調整 

                        を行って算出。 

    22.  1 株当たりの純資産額１,３７４円５６銭 

23.  有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

     その他有価証券で時価のあるもの 

                         取得原価     中間連結貸借対照表計上額      評価差額             うち益        うち損 

         株式       １,８５３百万円         ７,０６９百万円    ５,２１５百万円   ５,２１９百万円      ３百万円 

         債券     ２９,７７５             ３０,０９３             ３１７            ３９９          ８１ 

           国債   １６,９０５             １７,０８６             １８０            ２３６          ５５ 

           地方債   ２,３２１               ２,３３６              １５              ２２            ７ 

           社債   １０,５４８             １０,６７０             １２１            １３９           １８ 

         その他   １７,０８５             １８,０９７          １,０１１         １,０７８          ６６ 

           合計   ４８,７１４             ５５,２５９          ６,５４５         ６,６９７         １５２ 

         なお、上記評価差額から繰延税金負債２,５５２百万円を差し引いた額３,９９２百万円が「株式等評価差額金」に

含まれております。 

24.  当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

                        売却額                    売却益             売却損 

                  ６４７百万円              ２４６百万円           －百万円 

25.  時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

           その他有価証券 

                非上場株式（店頭売買株式を除く）            １,０６８百万円 

                その他の証券                                  ８２２百万円 

    26.  その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

                            １年以内           １年超５年以内       ５年超１０年以内          １０年超 

        債券        １,４５８百万円         ６,１１０百万円      １３,２１２百万円   ９,３１１百万円 

          国債           １０                １,７０８              ７,０５５         ８,３１２ 

          地方債        １１１                   ８２８              １,３９７              － 

          社債       １,３３７                ３,５７３              ４,７５９           ９９９ 

        その他       １,２０３                  ４９８              ２,５０８          ７２４ 

             合計    ２,６６２               ６,６０９            １５,７２０       １０,０３６ 

27.   当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は２,６９５百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の

時期に無条件で取消可能なものが２,６９５百万円あります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶

又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不

動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の

業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

28.  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準指針第６号平成１５年１

０月３１日）を当連結中間期から適用しております。これにより税引前連結中間純利益は２３８百万円減少いてお

ります。なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第 10 号）に基づき減価償却累計額を

直接控除により表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 

－７－ 



 

               平成１７年４月 １ 日から 

      第１３２期中  (             ) 中間連結損益計算書 

               平成１７年９月３０日まで 

                                 株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

                                          (単 位 : 百 万 円               ) 

科         目 金          額 

   経常収益 

     資金運用収益 

      (うち貸出金利息) 

      (うち有価証券利息配当金) 

     役務取引等収益 

     その他業務収益 

     その他経常収益 

   経常費用 

     資金調達費用 

      (うち預金利息) 

     役務取引等費用 

     その他業務費用 

     営業経費 

     その他経常費用 

   経常利益 

   特別利益 

   特別損失 

   税金等調整前中間純利益 

   法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

少数株主損失 

   中間純利益 

                    ５,４２４ 

         ４,６７０ 

   (      ４,２４４ ) 

   (       ４２２ ) 

          ４５１ 

            － 

           ３０２  

                    ４,４６０ 

           ５６ 

   (        ５５ ) 

          ２８８ 

            － 

         ３,５３０ 

          ５８４                

                      ９６３ 

                      １６５ 

                      ２７４  

                      ８５５ 

                      ２８１  

１１ 

     －  

    ５６２

(注)１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

２．１株当たり中間純利益金額 ２３円４３銭 

３．｢その他経常費用｣には、貸倒引当金繰入額３８６百万円を含んでおります。 

４． 当中間期において以下の資産について減損損失を計上しております。 

  （静岡県内）    主な用途        種類      減損損失 

            遊休資産        土地      189 百万円 

（東京都内）    主な用途        種類      減損損失 

            遊休資産        土地      48 百万円 

当行は平成 10 年３月 31 日に土地の再評価に関する法律に基づき事業用の再評価をおこなっており

ますが、当該再評価後の土地のうち上記の遊休資産については再評価後の地価の下落により含み損を

有しており、将来キャッシュ・フローを生まないことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、238

百万円を減損損失として特別損失に計上しております。 

当行は、管理会計上の最小単位を営業店単位としておりますが、固定資産の減損処理に当たっては、

営業エリアを１単位としてグルーピングを行っております。 

      回収可能価額の算定は正味売却価額によっております、正味売却価額は路線価に基づき算定してお

ります。 

－８－ 



 

               平成１７年４月 １ 日から 

      第１３２期中  (             ) 中間連結剰余金計算書 

               平成１７年９月３０日まで 

                                 株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

                                          (単 位 : 百 万 円               ) 

科         目 金          額 

(資本剰余金の部) 

    資本剰余金期首残高 

    資本剰余金中間期末残高 

      (利益剰余金の部) 

    利益剰余金期首残高 

    利益剰余金増加額 

      中間純利益 

土地再評価差額金取崩額 

    利益剰余金減少額 

      配当金 

      役員賞与 

     利益剰余金中間期末残高 

 

 

０

０

２２，７３５

６９６

５６２

１３３

１０２

６０

４２

２３，３２９

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－９－ 



                                    株式会社 静 岡 中 央 銀 行                

平成１７年４月  １日から 

     第１３２期中 (                )  中間連結キャッシュ・フロー計算書 

平成１７年９月３０日まで 

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金等調整前中間純利益 

   減価償却費 

   減損損失 

貸倒引当金の増加額 

     賞与引当金の増加額 

退職給付引当金の増加額 

   資金運用収益 

   資金調達費用 

   有価証券関係損益(△) 

   動産不動産処分損益(△) 

   貸出金の純増(△)減 

預金の純増減(△) 

     預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 

     コールローン等の純増(△)減 

   資金運用による収入 

   資金調達による支出 

   その他 

              小計 

   法人税等の支払額 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   有価証券の取得による支出 

   有価証券の売却による収入 

   有価証券の償還による収入 

   動産不動産の取得による支出 

   動産不動産の売却による収入 

    投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

   配当金支払額 

   少数株主への配当金支払額 

   財務活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 

８５５

２１８

２３８

８

４５

△２１

△４，６７０

５６

△２４６

△９８

１，０８０

３３６

△６９９

△１，８００

４，６０７

△４７

５４

△８１

△４４

△１２６

△５，９８７

８９３

３，７１６

△１８０

１４７

△１，４１１

 

△６０

－

△６０

△１，５９８

１１，５８７

９，９８９

   注  １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金預け金」のうち、現金および日銀 

預け金であります。 
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              平成１７年１１月２２日 

 

平 成 １ ８ 年 ３ 月 期  個 別 中 間 財 務 諸 表 の 概 要  

   

会社名   株式会社 静岡中央銀行 

本社所在地  沼津市大手町四丁目７６番地 

[問 合 せ 先          ] 責任者役職名 取締役企 画 部 長     氏 名       林 道弘 ＴＥＬ055-962-6113 

中間決算取締役会開催日                             平成１７年１１月２２日  中 間 配 当 制 度 の 有 無                           有 

中 間 配 当 支 払 開 始 日                             平成１７年１２月１３日  単元株制度採用の有無   無 

            

  1．平成１７年９月中間期の業績 ( 平成１７年４月１日 ～ 平成１７年９月３０日 ) 

    (１)経営成績    (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経常収益 経常利益 中間（当期）純利益 

平成 17 年 9 月中間期 

平成 16 年 9 月中間期 

      百万円  ％

５,４０４( 3.6)

５,２１４(△1.5)

     百万円   ％

     ９７９ ( 11.7) 

８７６ (△21.4) 

       百万円  ％

５７１ ( 11.2)  

５１４（△24.3） 

平成 17 年 3 月期 １０,７８５ １,７７８    ９７８ 

 
 

１株当たり中間(当期)純利益

平成 17 年 9 月中間期 

平成 16 年 9 月中間期 

   ２３円   ８３銭 

  ２１    ４２ 

平成 17 年 3 月期   ３９   ００ 

    (注)１．会計処理の方法の変更 有 

      ２．経常収益、経常利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率でありま

す。 

    (２)配当状況 
 １株当たり 中間配当金 １株当たり 年間配当金 

平成 17 年 9 月中間期 

平成 16 年 9 月中間期 

     ２ 円  ５０ 銭 

     ２    ５０ 

― 

― 

平成 17 年 3 月期 ―      ５ 円  ００ 銭 

    (３)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 自己資本比率

 

平成 17 年 9 月中間期 

平成 16 年 9 月中間期 

   百万円 

４６３,１０３ 

４５５,７８１ 

   百万円

３３,０８５ 

３１,０５９ 

     ％

７.１ 

６.８ 

   円 銭 

１,３７８ ５６ 

１,２９４ １６ 

(国内基準)

１０.９０ 

１１.０１ 

平成 17 年 3 月期 ４６１,３００ ３１,８９２ ６.９ １,３２７ ０９ １０.９１ 

（注）１．期末発行済株式数  

17 年 9 月 中間期 24,000 千株 16 年 9 月 中間期 24,000 千株 17 年 3 月期 24,000 千株 

２．17 年 9 月中間期 単体自己資本比率は速報値であります。 

 

 ２．平成１８年３月期の業績予想 ( 平成１７年４月１日 ～ 平成１８年３月３１日 ) 

 
 
 

経常収益 経常利益 当期純利益
１株当たり

年間配当金

うち期末 

配当金 

 

平成 18 年 3 月期 

   百万円 

 １０,４９０ 

   百万円

  １,６２０

百万円

９２０

  円  銭

５ ００ 

 円  銭 

２ ５０  

    (参考)１株当たり予想当期純利益（通期）３６円５８銭  

     

    ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績

は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 

－１１－ 



第１３２期中 （平成１７年９月３０日現在）中間貸借対照表 

株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

  (単位：百万円)     

科目 金額 科目 金額 

  (負債の部) 

 預金 

 譲渡性預金 

 コールマネー 

 売渡手形 

 コマーシｬル･ペーパー 

 借用金 

 外国為替 

 社債 

 転換社債 

 信託勘定借 

 その他負債 

  賞与引当金  

退職給付引当金 

 特別法上の引当金 

繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

支払承諾  

４２１,２６５

－

－

－

－

－

－

－

－

－

３,３７６

４８６

１,７３３

－

－

２,３４３

８１２

 負債の部合計 ４３０,０１８

  (資本の部) 

 資本金 

 資本剰余金 

利益剰余金 

   利益準備金 

任意積立金 

   中間未処分利益 

     中間純利益 

土地再評価差額金 

株式等評価差額金 

２,０００

０

２３,４２５

２,０００

２０,３５８

１,０６６

５７１

３,６６６

３,９９２

  (資産の部) 

 現金預け金 

 コールローン 

 買入手形 

 買入金銭債権 

 商品有価証券 

 金銭の信託 

 有価証券 

 貸出金 

 外国為替 

 その他資産 

 動産不動産 

 繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

 

３５,４５０

９,０００

－

５００

－

－

５７,４９９

３５２,６８０

－

１,１６３

９,４４０

７３４

８１２

△４,１７９

 

 資本の部合計 ３３,０８５

 資産の部合計 ４６３,１０３  負債及び資本の部合計 ４６３,１０３

 (注)中間貸借対照表の注記別紙 

－１２－ 



 注１．  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中

間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては

移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全

部資本直入法により処理しております。 

３． 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用年

数は次のとおりであります。 

          建物      ３４年～ ３９年 

              動産        ５年～   ６年 

４． 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しておりま 

す。 

   ５．  外貨建資産・負債勘定は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  ６．  貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指

針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する

債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻

先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した

残額を引き当てております。 

          すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施して

おり、その査定結果により上記の引当を行っております。 

    ７．  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰

属する額を計上しております。 

８．   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方

法は次のとおりであります。 

          数理計算上の差異      各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額を発生の翌期から費用処理        

  ９．  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃 

        貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  10.   消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

      ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

11．  取締役及び監査役に対する金銭債権総額     該当ありません。 

12.   取締役及び監査役に対する金銭債務総額     該当ありません。 

    13.   動産不動産の減価償却累計額             ４,９１１百万円 

    14.   動産不動産の圧縮記帳額            該当ありません。 

  15.   貸出金のうち、破綻先債権額は１,９０７百万円、延滞債権額は８,１５８百万円であります。 

          なお、破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利 

        息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。 

        以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項 

        第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

          また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを 

        目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

  16.   貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１７４百万円であります。 

      なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で   

       破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

  17.   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３,１３９百万円であります。 

      なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び   

３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

    18.   破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１３,３７８百万円であり

ます。 

          なお、15.から 18.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  

    19.   手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有してお

りますが、その額面金額は９,４１３百万円であります。 

    20.   担保に供している資産は次のとおりであります。 

          担保に供している資産 

―１３― 



          有価証券           ２,５４７百万円 

        担保資産に対応する債務 

          預金               １３２５百万円 

上記のほか、為替決済取引の担保として、有価証券６,０９６百万円を差し入れております。 

なお、動産不動産のうち保証金権利金は２０２百万円であります。 

    21. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、  

       評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、  

       これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

      再評価を行った年月日  平成１０年３月３１日 

      同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成１０年３月３１日公布政令 

                        第１１９号)第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、 

                        当該事業用土地について算出した地価税の課税価格に合理的な調整 

                        を行って算出。 

    22.  1 株当たりの純資産額１,３７８円５６銭 

    23.  商法施行規則第１２４条第３号を当中間期末に適用し、同号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額

は、３,９９２百万円であります。 

24.  有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

     その他有価証券で時価のあるもの 

                         取得原価     中間貸借対照表計上額         評価差額             うち益        うち損 

         株式       １,８５３百万円         ７,０６９ 百万円   ５,２１５百万円   ５,２１９百万円      ３百万円 

         債券     ２９,７７５             ３０,０９３             ３１７            ３９９          ８１ 

           国債   １６,９０５             １７,０８６             １８０            ２３６          ５５ 

           地方債   ２,３２１               ２,３３６              １５              ２２            ７ 

           社債   １０,５４８             １０,６７０             １２１            １３９           １８ 

         その他   １７,０８５             １８,０９７          １,０１１          1,０７８          ６６ 

           合計   ４８,７１４             ５５,２５９          ６,５４５         ６,６９７         １５２ 

          なお、上記評価差額から繰延税金負債２,５５２百万円を差し引いた額３,９９２百万円が「株式等評価差額金」

に含まれております。 

25.  当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

                        売却額                    売却益             売却損 

                  ６４７百万円               ２４６百万円          －百万円 

26.  時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

           子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

                子会社・子法人等株式                           ３５０百万円 

           その他有価証券 

                非上場株式（店頭売買株式を除く）            １,０６８百万円 

                その他の証券                                  ８２２百万円 

    27.  その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

                            １年以内           １年超５年以内       ５年超１０年以内          １０年超 

        債券        １,４５８百万円         ６,１１０百万円      １３,２１２百万円   ９,３１１百万円 

          国債           １０                １,７０８              ７,０５５         ８,３１２ 

          地方債        １１１                   ８２８              １,３９７              － 

          社債       １,３３７                ３,５７３              ４,７５９           ９９９ 

        その他       １,２０３                  ４９８              ２,５０８          ７２４ 

             合計    ２,６６２               ６,６０９            １５,７２０       １０,０３６ 

28.   当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、２,６９５百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意

の時期に無条件で取消可能なものが２,６９５百万円あります。 

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保

を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

29.  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準指針第６号平成１５年１

０月３１日）を当中間期から適用しております。これにより税引前中間純利益は２３８百万円減少いております。 

   なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第 10 号）に基づき減価償却累計額を直接控

除により表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 

－１４－ 



 

               平成１７年４月 １ 日から 

      第１３２期中  (             ) 中 間 損 益 計 算 書                       

               平成１７年９月３０日まで 

                                 株式会社 静 岡 中 央 銀 行                   

                                          (単 位 : 百 万 円               ) 

科         目 金          額 

   経常収益 

     資金運用収益 

      (うち貸出金利息) 

      (うち有価証券利息配当金) 

     役務取引等収益 

     その他業務収益 

     その他経常収益 

   経常費用 

     資金調達費用 

      (うち預金利息) 

     役務取引等費用 

     その他業務費用 

     営業経費 

     その他経常費用 

   経常利益 

   特別利益 

   特別損失 

   税引前中間純利益 

   法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

   中間純利益 

   前期繰越利益 

土地再評価差額金取崩額 

   中間未処分利益 

                    ５,４０４ 

         ４,６７１ 

   (      ４,２４５ ) 

   (       ４２３ ) 

          ４３０ 

            － 

           ３０２  

                    ４,４２５ 

           ５６ 

   (        ５５ ) 

          ２９３ 

            － 

         ３,５１８ 

          ５５７                

９７９ 

                      １５９ 

                      ２７４  

                      ８６４ 

                      ２８０  

                      １１ 

   ５７１ 

                      ３６０  

                                        １３３  

                    １,０６６

(注)１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

２．１株当たり中間純利益金額 ２３円８３銭 

３．｢その他経常費用｣には、貸倒引当金繰入額３５９百万円を含んでおります。 

４． 当中間期において以下の資産について減損損失を計上しております。 

  （静岡県内）    主な用途        種類      減損損失 

            遊休資産        土地      189 百万円 

（東京都内）    主な用途        種類      減損損失 

            遊休資産        土地      48 百万円 

当行は平成 10 年３月 31 日に土地の再評価に関する法律に基づき事業用の再評価をおこなっており

ますが、当該再評価後の土地のうち上記の遊休資産については再評価後の地価の下落により含み損を

有しており、将来キャッシュ・フローを生まないことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、238

百万円を減損損失として特別損失に計上しております。 

当行は、管理会計上の最小単位を営業店単位としておりますが、固定資産の減損処理に当たっては、

営業エリアを１単位としてグルーピングを行っております。 

   回収可能価額の算定は正味売却価額によっております、正味売却価額は路線価に基づき算定してお

ります。 

－１５－ 



 

                                 株式会社 静岡中央銀行 
 

比較中間貸借対照表(主要内訳) 
                                             (単位：百万円) 

 

   科目 

 

平成１７年度 

中間期末 (Ａ) 

平成１６年度

中間期末 (Ｂ)

比較 

（Ａ－Ｂ） 

平成１６年度末 

（要約）（Ｃ） 

比較 

（Ａ－Ｃ） 

    (資産の部) 

 現金預け金 

 コールローン 

 買入手形 

 買入金銭債権 

 金銭の信託 

 有価証券 

 貸出金 

 その他資産 

 動産不動産 

 繰延税金資産 

再評価に係る繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

 

３５,４５０

９,０００

－

５００

－

５７,４９９

３５２,６８０

１,１６３

９,４４０

７３４

   －

８１２

△４,１７９

 

３３,１０３

９,６００

－

１,０００

－

５２,５０５

３５１,６４０

９８５

１０,０５１

１,８８１

   －

９２６

△５,９１１

 

２,３４７

△６００

－

△５００

－

４,９９４

１,０４０

１７７

△６１０

△１,１４６

－

△１１３

１,７３２

 

３６,３４９ 

   ７,２００ 

－ 

５００ 

   － 

  ５４,６９０ 

 ３５３,７８１ 

   １,１２５ 

  ９,７０１ 

  １,２９４ 

   － 

８５６ 

△４,１９８ 

 

△８９８

１,８００

－

－

－

２,８０９

△１,１００

３７

△２６１

△５５９

－

△４３

１８

 資産の部合計 ４６３,１０３ ４５５,７８１ ７,３２２ ４６１,３００ １,８０３

     (負債の部) 

 預金 

 借用金 

 その他負債 

  賞与引当金 

 退職給付引当金 

 特別法上の引当金 

  繰延税金負債 

 再評価に係る繰延税金負債 

支払承諾 

４２１,２６５

－

３,３７６

４８６

１,７３３

－

－

２,３４３

８１２

４１６,９４１

－

２,１３１

４９３

１,７５２

－

－

２,４７７

９２６

 

４,３２４

－

１,２４５

△７

△１８

－

－

△１３３

△１１３

 

４２０,９９１ 

   － 

２,９３５ 

 ４４０ 

１,７５５ 

－ 

－ 

２,４２９ 

８５６ 

 

２７３

－

４４１

４５

△２１

－

－

△８５

△４３

 負債の部合計 ４３０,０１８ ４２４,７２１ ５,２９６ ４２９,４０８ ６０９

   (資本の部) 

 資本金 

 資本剰余金 

 利益剰余金 

利益準備金 

   任意積立金 

   中間(当期)未処分利益 

  中間(当期)純利益 

  土地再評価差額金 

  株式等評価差額金 

 

２,０００

０

２３,４２５

２,０００

２０,３５８

１,０６６

５７１

３,６６６

３,９９２

 

２,０００

０

２２,３４２

２,０００

１９,４５８

８８３

５１４

３,８７５

２,８４０

 

－

－

１,０８３

－

９００

１８３

５７

△２０９

１,１５１

 

２,０００ 

０ 

２２,８２１ 

２,０００ 

１９,４５８ 

１,３６２ 

９７８ 

３,８００ 

３,２６９ 

－

－

６０３

－

９００

△２９６

△４０６

△１３３

７２３

資本の部合計 ３３,０８５ ３１,０５９ ２,０２５ ３１,８９２ １,１９３

 負債及び資本の部合計 ４６３,１０３ ４５５,７８１ ７,３２２ ４６１,３００ １,８０３

 

 

－１６－ 



                           株式会社 静岡中央銀行 

比較中間損益計算書(主要内訳) 

                                  (単位：百万円) 

科目 平成 17 年度

中間期末(Ａ)

平成 16 年度

中間期末(Ｂ)

比較 

(Ａ－Ｂ) 

平成 16 年度

(要約) 

 経常収益     ５,４０４     ５,２１４ １８９ １０,７８５

 資金運用収益 

  (うち貸出金利息) 

  (うち有価証券利息配当金) 

 役務取引等収益 

 その他業務収益 

 その他経常収益 

 ４,６７１

( ４,２４５)

(   ４２３)

４３０

－

３０２

４,６７１

( ４,３２９)

(   ３３７)

４３２

７４

３６

０

(  △８４) 

(   ８５) 

△２

△７４

２６５

９,７１４

( ８,６１６)

( １,０９２)

８６５

１０７

９７

 経常費用 ４,４２５ ４,３３８ ８６ ９,００７

 資金調達費用 

  (うち預金利息) 

 役務取引等費用 

 その他業務費用 

 営業経費 

 その他経常費用 

     ５６

(    ５５)

２９３

－

３,５１８

５５７

     ６５

(    ６３)

２５６

４５

３,４５８

５１２

△９

(   △７) 

３６

△４５

６０

４４

  １２２

(   １１８)

   ５２１

６７

  ６,７６５

１,５３０

 経常利益 ９７９ ８７６ １０３ １,７７８

 特別利益 

 特別損失 

１５９

２７４

１５

３６

１４４

２３８

  １８

２８５

 税引前中間(当期)純利益 

 法人税、住民税及び事業税 

 法人税等調整額 

 中間(当期)純利益 

８６４

２８０

１１

５７１

８５４

４９８

△１５８

５１４

９

△２１８

１６９

５７

  １,５１０

  ４２６

１０６

９７８

前期繰越利益 

土地再評価差額金取崩額 

中間配当額 

 中間(当期)未処分利益 

３６０

   １３３

－

１,０６６

３４９

    ２０

－

８８３

１１

   １１３

－

１８３

   ３４９

９５

６０

１,３６２

 

 

 

 

－１７－ 
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                           株式会社 静 岡 中 央 銀 行                      

Ⅰ．平成１７年度中間決算の概況 

１．損  益  の  状  況 【単体】                                      (単位：百万円) 

    
平成 １７ 年度中間期  

平成１６年度中間期比 
平成 1６ 年度中間期

業務粗利益 ４，７５２ △５７ ４，８０９

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ４，７５２ △２９ ４，７８１

国内業務粗利益 ４，７１５ △４９ ４，７６５
(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ４，７１５ △２１ ４，７３６

資金利益 ４，５７８ １７ ４，５６１
役務取引等利益 １３６ △３８ １７５
特定取引利益 － － －
その他業務利益 － △２８ ２８

 

（うち国債等債券損益） － △２８ ２８
国際業務粗利益 ３６ △７ ４４

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) ３６ △７ ４４

資金利益 ３６ △７ ４４
役務取引等利益 － － －
特定取引利益 － － －
その他業務利益 － － －

 

 

（うち国債等債券損益） － － －
経費（除く臨時処理分） ３，４８８ １３２ ３，３５６

人件費 ２，０９１ ３５ ２，０５６
物件費 １，２２３ １０８ １，１１４

 

税金 １７２ △１１ １８４

業務純益（一般貸倒繰入前） １，２６４ △１８９ １，４５３

(除く国債等債券損益（５勘定尻）) １，２６４ △１６１ １，４２５

一般貸倒引当金繰入額 △１２９ ２９５ △４２４
業務純益 １，３９３ △４８４ １，８７７
 うち国債等債券損益(５勘定尻) － △２８ ２８
臨時損益 △４１３ ５８８ △１，００１

うち株式等損益(３勘定尻) ２４６ ２５１ △５
うち不良債権処理額 ６３２ △２７３ ９０５

貸出金償却 ０ ０ ０
個別貸倒引当金純繰入額 ４８８ △４１７ ９０５
共同債権買取機構売却損 － － －
延滞債権等売却損 － － －
債権売却損失引当金繰入額 － － －

 

その他の債権売却損等 １４３ １４３ －
その他臨時損益 △２７ ６３ △９１

 

 うち退職給付費用 ２３ △１ ２４
経常利益 ９７９ １０３ ８７６
特別損益 △１１５ △９４ △２１

うち動産不動産処分損益 ８５ １２２ △３６
動産不動産処分益 １２１ １２１ － 
動産不動産処分損 ３５ △０ ３６

 

うち退職給付会計基準変更時差異償却 － － －
税引前中間純利益 ８６４ ９ ８５４
法人税、住民税及び事業税 ２８０ △２１８ ４９８
法人税等調整額 １１ １６９ △１５８
中間純利益 ５７１ ５７ ５１４

 

【連結】                                                     (単位：百万円) 

  
  

平成 １７ 年度中間期 
平成１６年度中間期比 

平成 1６ 年度中間期

連結経常利益 ９６３ ９５ ８６８

連結中間純利益 ５６２ ５４ ５０７

 
 
 

－１－ 



株式会社  静岡中央銀行

２．業務純益　　【単体】 （単位：百万円）

平成１６年度中間期比

（１）業務純益 1,393 △484 1,877

（２）業務純益（一般貸倒繰入前） 1,264 △189 1,453

（３）コア業務純益 1,264 △161 1,425

３．利鞘　　【単体】 （単位：％）

平成１６年度中間期比

（１）資金運用利回　（A） 2.15 △0.01 2.16

(イ）貸出金利回 2.40 △0.04 2.44

(ロ）有価証券利回 1.64 0.20 1.44

（２）資金調達原価　（B) 1.69 0.04 1.65

(イ）預金等利回 0.02 △0.01 0.03

(ロ）外部負債利回 - - -

（３）総資金利鞘 　　（A)　－　（B) 0.46 △0.05 0.51

４．有価証券関係損益　　【単体】 （単位：百万円）

平成１６年度中間期比

国債等関係損益　（５勘定尻） - △28 28

売却益 - △74 74

償還益 - - -

売却損 - △33 33

償還損 - △12 12

償却 - - -

平成１６年度中間期比

株式等損益　（３勘定尻） 246 251 △5

売却益 246 246 -

売却損 - - -

償却 - △5 5

    平成1７年度中間期 平成１６年度中間期

         －２－

    平成1７年度中間期 平成１６年度中間期

    平成1７年度中間期 平成１６年度中間期

    平成1７年度中間期 平成１６年度中間期



                                     株 式 会 社  静 岡 中 央 銀 行  

 

５．有価証券の評価損益 
 

①有価証券の評価基準             

その他有価証券                時価法（評価差額を全部資本直入） 

 

②評価損益 

        【単体】                                                                             (金額単位：百万円) 

平成１７年９月末 平成１６年９月末 

  

                 

 
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 6,545 6,697 152 4,657 4,778 121

株      式 5,215 5,219 3 3,572 3,593 21 

債      券 317 399 81 438 497 58

国    債 180 236 55 274 275 1

地 方 債 15 22 7 △10 29 39

 

社    債 121 139 18 174 192 17

 

そ の 他 1,011 1,078 66 646 687 41

             

（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との 

    差額を計上しています。 

         

【連結】                                                                             (金額単位：百万円) 

平成１７年９月末 平成１６年９月末 

  

                 

 
評価損益 

評価益 評価損 
評価損益 

評価益 評価損 

その他有価証券 6,545 6,697 152 4,657 4,778 121

株      式 5,215 5,219 3 3,572 3,593 21 

債      券 317 399 81 438 497 58

国    債 180 236 55 274 275 1

地 方 債 15 22 7 △10 29 39

 

社    債 121 139 18 174 192 17

 

そ の 他 1,011 1,078 66 646 687 41

             

（注） ｢その他有価証券｣については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価格と取得原価との 

    差額を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

－３－ 



株式会社  静岡中央銀行

６．自己資本比率（国内基準）　…速報値・・・

【単体】 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

10.90% △0.01% △0.11% 10.91% 11.01%

9.31% 0.03% △0.03% 9.28% 9.34%

（２） T i e rⅠ 25,366 646 1,083 24,720 24,283

（３） T i e rⅡ 4,328 0 △16 4,328 4,344

（４）控除項目 - - - - -

（５）自己資本（２）+（３）-（４） 29,695 646 1,068 29,049 28,627

（６）リスクアセット 272,271 6,107 12,462 266,164 259,809

【連結】 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

10.87% △0.01% △0.12% 10.88% 10.99%

9.28% 0.02% △0.03% 9.26% 9.31%

（２） T i e rⅠ 25,270 636 1,051 24,634 24,219

（３） T i e rⅡ 4,327 0 △17 4,327 4,344

（４）控除項目 - - - - -

（５）自己資本（２）+（３）-（４） 29,598 637 1,035 28,961 28,563

（６）リスクアセット 272,106 6,150 12,234 265,956 259,872

７．ROE　【単体】 （単位：％）

平成16年度中間期比

業務純益ベース 9.35 △3.59 12.94

中間純利益ベース 3.84 0.30 3.54

平成16年度中間期

－４－

平成 17年度中間期

平成 17年9月末 平成17年3月末 平成16年9月末

（１） 自 己 資 本 比 率

        うちT i e rⅠ比率

平成 17年9月末 平成17年3月末 平成16年9月末

（１） 自 己 資 本 比 率

        うちT i e rⅠ比率



株式会社  静岡中央銀行

Ⅱ．貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

※部分直接償却実施後

【単体】 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

13,378 1,751 △540 11,627 13,919

1,907 △52 △314 1,959 2,221

8,158 1,963 △145 6,195 8,304

174 2 95 171 78
3,139 △162 △176 3,301 3,315

352,680 △1,100 1,040 353,781 351,640

平成17年3月末比 平成16年9月末比

3.79 0.51 △0.16 3.28 3.95

0.54 △0.01 △0.09 0.55 0.63

2.31 0.56 △0.05 1.75 2.36

0.04 0.00 0.02 0.04 0.02
0.89 △0.04 △0.05 0.93 0.94

【連結】

平成17年3月末比 平成16年9月末比

13,378 1,751 △540 11,627 13,919

1,907 △52 △314 1,959 2,221

8,158 1,963 △145 6,195 8,304

174 2 95 171 78
3,139 △162 △176 3,301 3,315

352,570 △1,080 933 353,651 351,636

平成17年3月末比 平成16年9月末比

3.79 0.51 △0.16 3.28 3.95

0.54 △0.01 △0.09 0.55 0.63

2.31 0.56 △0.05 1.75 2.36

0.04 0.00 0.02 0.04 0.02
0.89 △0.04 △0.05 0.93 0.94

２．貸倒引当金の状況
【単体】 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

4,179 △18 △1,732 4,198 5,911

2,014 △129 △36 2,143 2,050
2,165 110 △1,695 2,055 3,860

【連結】 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

4,418 8 △1,655 4,410 6,074

2,039 △127 △33 2,167 2,073
2,379 135 △1,621 2,243 4,000

平成16年9月末

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

平成17年3月末

貸 出 条 件 緩 和 債 権

（貸出金残高比）（単位：％） 平成 17年9月末

リ ス ク 管 理 債 権

平成16年9月末

貸出金残高（末残）

平成 17年9月末 平成17年3月末

リ ス ク 管 理 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

平成 17年9月末 平成17年3月末 平成16年9月末

リ ス ク 管 理 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

平成17年3月末

貸出金残高（末残）

（貸出金残高比）（単位：％） 平成 17年9月末 平成17年3月末 平成16年9月末

リ ス ク 管 理 債 権

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

平成16年9月末

平成 17年9月末 平成17年3月末 平成16年9月末

個 別 貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

平成 17年9月末

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

－５－



株式会社  静岡中央銀行

３．リスク管理債権に対する引当率

【単体】

平成17年3月末比 平成16年9月末比

13,378 1,751 △540 11,627 13,919

9,089 1,769 1,696 7,320 7,393

3,000 71 △1,512 2,929 4,513

22.43 △2.76 △9.99 25.19 32.42

90.37 2.23 4.83 88.14 85.54

【連結】

平成17年3月末比 平成16年9月末比

13,378 1,751 △540 11,627 13,919

9,089 1,769 1,696 7,320 7,393

3,000 71 △1,512 2,929 4,513

22.43 △2.76 △9.99 25.19 32.42

90.37 2.23 4.83 88.14 85.54

４．金融再生法開示債権  【単体】 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

13,438 1,800 △495 11,637 13,933

2,951 △38 △527 2,990 3,478

7,120 1,946 60 5,173 7,060

3,366 △107 △28 3,474 3,394

353,693 △1,123 928 354,817 352,765

（単位：％）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

3.79 0.52 △0.15 3.27 3.94

0.83 △0.01 △0.15 0.84 0.98

2.01 0.56 0.01 1.45 2.00

0.95 △0.02 △0.01 0.97 0.96

５．金融再生法開示債権の保全状況  【単体】 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

12,163 1,903 243 10,260 11,920

3,020 82 △1,506 2,938 4,526

9,143 1,821 1,749 7,322 7,393
（単位：％）

90.51 2.35 4.96 88.16 85.55

－６－

（単位：百万円・％）

（単位：百万円・％）

平成 17年9月末 平成17年3月末 平成16年9月末

平成16年9月末

平成 17年9月末 平成17年3月末 平成16年9月末

貸 倒 引 当 金

担 保 等 の 保 全

開 示 債 権 計

破産更生債権およびこれら
に準ずる債権

保全率(保全額／開示債権額)

保 全 額

危 険 債 権

要 管 理 債 権

総 与 信 残 高

平成16年9月末

開 示 債 権 計

破産更生債権およびこれら
に準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

（総与信に占める比率） 平成 17年9月末 平成17年3月末

平成 17年9月末 平成17年3月末

平成17年3月末

リスク管理債権（Ａ）

担保・保全等（Ｂ）

貸倒引当金（Ｃ）

引当率（Ｃ／Ａ）

担保・保全等（Ｂ）

貸倒引当金（Ｃ）

平成16年9月末

保全率（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

リスク管理債権（Ａ）

保全率（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

平成 17年9月末

引当率（Ｃ／Ａ）



株式会社  静岡中央銀行

６．自己査定の状況 【単体】

区分 担保・保証 区分

非 Ⅱ Ⅲ Ⅳ 与信残高 による 引当額 保全率 貸出金 残高

分類 分類 分類 分類 保全額 残高

破産・更生 破綻先

(773) 債権および 債権

これらに

準ずる債権

延滞債権

(215) 2,951

危険債権

(1,168) 7,120

3ヵ月以上

要管理債権 延滞債権

要管理先 3,366 貸出条件

緩和債権

小計

13,438 合計

正常債権       総貸出に占める

      リスク管理債権

340,255

322,169 31,023 500 - 総与信合計

(1,168) (988) 353,693

注１．貸出金等与信関連債権：貸出金・支払承諾・外国為替・貸付有価証券・貸出金に準ずる仮払金・貸付金未収利息

注２．自己査定結果（債務者区分別）における（      ）内は分類額に対する引当額です。

 破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済みです。

開示基準別の分類・保全状況

与信残高

1,231

988

-

-

自己査定結果(債務者区分別） 金融再生法の開示基準

3.79%

      総与信に占める

      金融再生法開示

      基準による不良

      債権比率は

区分

破綻先

分類

1,962 100.00%

314

リスク管理債権

単位：百万円

3.79%

1,907

174

3,139

13,378

      比率は

－７－

実質破綻先

要
注
意
先

8,158

725

1,168 92.96%

1,729

9,143 3,020 90.51%

5,249

863 77.02%

5,451

1,911

7,120

1,039
-

破綻懸念先

680 -

4,759 1,860

353,693

273,738

要管理先以
外の要注意
先

64,634

正常先

総与信合計

500

273,738

4,406

23,761

842

40,872
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７．業種別貸出状況等 【単体】

①業種別貸出金 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

352,680 △1,101 1,040 353,781 351,640

48,169 △228 496 48,397 47,673

654 △22 △341 676 995

20 △4 1 24 19

84 18 14 66 70

116 △40 △14 156 130

36,951 △668 361 37,619 36,590

28 28 28 - -

151 13 12 138 139

運輸業 9,441 84 328 9,357 9,113

16,022 △63 895 16,085 15,127

21,254 △1,949 △3,706 23,203 24,960

15,323 △154 △2,259 15,477 17,582

68,294 2,065 7,716 66,229 60,578

63,306 4,196 2,370 59,110 60,936

583 △84 △109 667 692

72,256 △4,313 △4,773 76,569 77,029

②消費者ローン残高 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

62,455 △3,139 △3,763 65,594 66,218

56,669 △1,706 △2,579 58,375 59,248

5,786 △1,433 △1,184 7,219 6,970

③中小企業等向け貸出・比率 （単位：百万円・％）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

317,608 △1,084 △531 318,692 318,139

90.05 △0.03 △0.42 90.08 90.47

８．預金、貸出金の残高 【単体】 （単位：百万円）

平成17年3月末比 平成16年9月末比

421,265 274 4,324 420,991 416,941

308,336 1,675 1,703 306,661 306,633

416,039 3,309 4,506 412,730 411,532

307,969 882 1,087 307,086 306,882

352,680 △1,100 1,040 353,781 351,640

352,597 △1,336 △785 353,934 353,383

－８－

貸   出   金（末  残）

貸   出   金（平  残）

内個人預金

内個人預金

平成17年3月末 平成16年9月末

預         金（末  残）

預         金（平  残）

各種サービス業

地方公共団体

平成 17年9月末

平成 17年9月末

内 住 宅 ロ ー ン 残 高

う ち そ の 他 ロ ー ン 残 高

卸売業

金融・保険業

不動産業

情報通信業

小売業

   国          内

製造業

農業

林業

漁業

鉱業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

その他

平成 17年9月末 平成17年3月末 平成16年9月末

平成17年3月末 平成16年9月末

中 小 企 業 等 向 け 貸 出 額

中 小 企 業 等 貸 出 比 率

平成 17年9月末

平成17年3月末 平成16年9月末

消 費 者 ロ ー ン 残 高
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